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(57)【要約】
【課題】延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムを偏
光板の保護フィルムとして使用する場合における色ムラ
を改善できる偏光板、ならびにこれを用いた液晶パネル
および液晶表示装置を提供する。
【解決手段】第１の偏光板２０および第２の偏光板３０
からなる液晶パネル用偏光板のセットであって、該第１
の偏光板２０は、ポリビニルアルコール系樹脂からなる
第１の偏光フィルム２１と、該第１の偏光フィルム２１
の片面に積層された、延伸されたポリエチレンテレフタ
レートからなるフィルム２４とを有し、該第２の偏光板
３０は、ポリビニルアルコール系樹脂からなる第２の偏
光フィルム３１と、該第２の偏光フィルム３１の片面に
積層された、ヘイズ値が１５％以上４５％以下の範囲で
ある防眩性保護フィルム３４とを有する偏光板のセット
、ならびにこれを用いた液晶パネルおよび液晶表示装置
である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の偏光板および第２の偏光板からなる液晶パネル用偏光板のセットであって、
　前記第１の偏光板は、ポリビニルアルコール系樹脂からなる第１の偏光フィルムと、前
記第１の偏光フィルムの片面に積層された、延伸されたポリエチレンテレフタレートから
なるフィルムとを有し、
　前記第２の偏光板は、ポリビニルアルコール系樹脂からなる第２の偏光フィルムと、前
記第２の偏光フィルムの片面に積層された、ヘイズ値が１５％以上４５％以下の範囲であ
る防眩性保護フィルムとを有する、偏光板のセット。
【請求項２】
　前記第１の偏光板は、前記第１の偏光フィルムにおける前記ポリエチレンテレフタレー
トからなるフィルムが積層された面とは反対側の面に積層された光学補償フィルムをさら
に有する請求項１に記載の偏光板のセット。
【請求項３】
　前記第２の偏光板は、前記第２の偏光フィルムにおける前記防眩性保護フィルムが積層
された面とは反対側の面に積層された光学補償フィルムをさらに有する請求項１または２
に記載の偏光板のセット。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかの偏光板のセットを用いた液晶パネルであって、
　前記第１の偏光板、液晶セル、および前記第２の偏光板がこの順で配置されてなり、
　前記第１の偏光板は、前記第１の偏光フィルムにおける前記ポリエチレンテレフタレー
トからなるフィルムが積層された面とは反対側の面が、前記液晶セルに対向するように配
置され、かつ、
　前記第２の偏光板は、前記第２の偏光フィルムにおける前記防眩性保護フィルムが積層
された面とは反対側の面が、前記液晶セルに対向するように配置される液晶パネル。
【請求項５】
　バックライト、光拡散板、および請求項４に記載の液晶パネルをこの順で備え、
　前記液晶パネルは、前記ポリエチレンテレフタレートからなるフィルムが前記光拡散板
に対向するように配置される液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリビニルアルコール系樹脂からなる偏光フィルムの片面に延伸されたポリ
エチレンテレフタレートフィルムが積層された偏光板と、ポリビニルアルコール系樹脂か
らなる偏光フィルムの片面に、ヘイズ値が所定範囲にある防眩性を有する保護フィルムが
積層された偏光板のセット、ならびに、これを用いた液晶パネルおよび液晶表示装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　偏光板は、液晶表示装置の主要部材である液晶パネルの構成部品であり、通常、二色性
色素が吸着配向したポリビニルアルコール系樹脂からなる偏光フィルムの片面または両面
に、接着剤層を介して、保護フィルム、たとえば、トリアセチルセルロースに代表される
酢酸セルロース系の透明樹脂フィルムを積層した構成となっている。これを、必要により
他の光学フィルムを介して、粘着剤を用いて液晶セルに貼り合わせることにより、液晶パ
ネルが得られる。
【０００３】
　液晶表示装置は、液晶テレビ、液晶モニター、パーソナルコンピュータなど、薄型の表
示画面として、用途が急拡大している。特に液晶テレビの市場拡大は著しく、また、低コ
スト化の要求も非常に強い。液晶テレビ用の偏光板としては、従来、ポリビニルアルコー
ル系樹脂フィルムからなる偏光フィルムの両面にトリアセチルセルロースフィルム（ＴＡ
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Ｃフィルム）を水系接着剤を用いて積層し、その偏光板の片面に粘着剤を介して位相差フ
ィルムを貼付したものが用いられている。偏光板に積層される位相差フィルムとしては、
ポリカーボネート系樹脂フィルムの延伸加工品やシクロオレフィン系樹脂フィルムの延伸
加工品などが使用されているが、液晶テレビ用には、高温における位相差ムラの非常に少
ないシクロオレフィン系樹脂フィルムからなる位相差フィルムが多用されている。
【０００４】
　偏光板と延伸シクロオレフィン系樹脂フィルムからなる位相差フィルムとの貼合品につ
いては、生産性の向上および製品コストの低減を目的として、構成部品の点数の低減や製
造プロセスの簡略化の試みがなされている。たとえば、特許文献１（特に実施例４参照）
には、偏光フィルムの片面にＴＡＣフィルムを積層し、これとは反対側にＴＡＣフィルム
を介することなく、位相差機能を有するシクロオレフィン系（ノルボルネン系）樹脂フィ
ルムを積層する構成が開示されている。
【特許文献１】特開平８－４３８１２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　また、大画面液晶テレビ用途においては、たとえば壁掛けテレビ用途等として、液晶表
示装置のさらなる薄型化および軽量化のニーズが顕在化している。この場合、液晶パネル
およびその構成部品に関し、以下の点が課題となる。
（１）液晶パネルの薄型大画面化に対応して、パネルの強度を補強する必要がある。
（２）液晶テレビの薄型化に対応して、使用する部材の薄肉化が必要となる。
（３）液晶パネルと背面のバックライトシステムとの隙間が狭くなり、液晶パネルとバッ
クライトシステムとの接触に起因する、円形状のムラや、ニュートンリングを防止する必
要がある。
【０００６】
　上記課題を解決するためには、フィルムの機械的強度およびコスト面で優れる延伸ポリ
エチレンテレフタレートフィルムを偏光板の保護フィルムとして使用することが考えられ
る。しかし、延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムは、液晶表示装置に配置して映像
を見た場合、その位相差の影響により、斜め方向から見たときに色ムラ（干渉ムラ、虹ム
ラともいう）が目立ち、視認性に劣るという問題を有している。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、かかる課題を解決するため鋭意研究を行なった結果、液晶パネルの構成
部品である２つの偏光板として、ポリビニルアルコール系樹脂からなる偏光フィルムの片
面に延伸されたポリエチレンテレフタレートフィルムが積層された偏光板と、ポリビニル
アルコール系樹脂からなる偏光フィルムの片面に、ヘイズ値が１５％以上４５％以下の範
囲の防眩性を有する保護フィルムが積層された偏光板との組み合わせを用いることにより
、液晶表示装置を斜めから観察したときの色ムラが抑制され、視認性に優れた液晶表示装
置が得られることを見出し、本発明に到達した。
【０００８】
　すなわち本発明によれば、第１の偏光板および第２の偏光板からなる液晶パネル用偏光
板のセットであって、該第１の偏光板は、ポリビニルアルコール系樹脂からなる第１の偏
光フィルムと、該第１の偏光フィルムの片面に積層された、延伸されたポリエチレンテレ
フタレートからなるフィルムとを有し、該第２の偏光板は、ポリビニルアルコール系樹脂
からなる第２の偏光フィルムと、該第２の偏光フィルムの片面に積層された、ヘイズ値が
１５％以上４５％以下の範囲である防眩性保護フィルムとを有する偏光板のセットが提供
される。
【０００９】
　ここで、第１の偏光板は、第１の偏光フィルムにおけるポリエチレンテレフタレートか
らなるフィルムが積層された面とは反対側の面に積層された光学補償フィルムをさらに有



(4) JP 2009-109993 A 2009.5.21

10

20

30

40

50

していてもよい。また、第２の偏光板は、第２の偏光フィルムにおける防眩性保護フィル
ムが積層された面とは反対側の面に積層された光学補償フィルムをさらに有していてもよ
い。
【００１０】
　また、本発明によれば、上記第１の偏光板、液晶セル、および上記第２の偏光板がこの
順で配置されてなる液晶パネルが提供される。本発明の液晶パネルにおいて、第１の偏光
板は、第１の偏光フィルムにおけるポリエチレンテレフタレートからなるフィルムが積層
された面とは反対側の面が、液晶セルに対向するように配置される。また、第２の偏光板
は、第２の偏光フィルムにおける防眩性保護フィルムが積層された面とは反対側の面が、
液晶セルに対向するように配置される。
【００１１】
　さらに、本発明によれば、バックライト、光拡散板、および液晶パネルをこの順で備え
、該液晶パネルが上記本発明の液晶パネルである液晶表示装置が提供される。本発明の液
晶表示装置において、該液晶パネルは、ポリエチレンテレフタレートからなるフィルムが
光拡散板に対向するように配置される。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明に従う、特定の偏光板のセット（組み合わせ）によれば、延伸ポリエチレンテレ
フタレートフィルムの使用による液晶パネルの機械的強度の向上および薄肉化が達成され
るとともに、延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムが有する位相差に起因する、斜め
方向から観察したときの色ムラが改善される。かかる偏光板のセットおよびこれを用いた
液晶パネルは、大画面液晶テレビ用液晶表示装置、特には壁掛け可能な液晶テレビ用液晶
表示装置に好適に適用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　＜偏光板＞
　本発明の偏光板のセットは、第１の偏光板および第２の偏光板の２つの偏光板からなり
、これらは液晶パネルの構成部品として用いられるものである。液晶パネルは、液晶セル
の一方の面に第１の偏光板を積層し、他方の面に第２の偏光板を積層することにより作製
できる。第１の偏光板は、液晶パネルの背面側偏光板として用いられ、第２の偏光板は、
液晶パネルの前面側偏光板として用いられる。ここで、「背面側偏光板」とは、液晶パネ
ルを液晶表示装置に搭載した際の、バックライト側に位置する偏光板を意味し、「前面側
偏光板」とは、液晶パネルを液晶表示装置に搭載した際の、視認側に位置する偏光板を意
味する。以下、各偏光板について詳細に説明する。
【００１４】
　（第１の偏光板）
　第１の偏光板は、液晶パネルの背面側偏光板として用いられるものであり、ポリビニル
アルコール系樹脂からなる第１の偏光フィルムの片面に、ポリエチレンテレフタレートフ
ィルムを積層して作製される。第１の偏光フィルムは、具体的には、一軸延伸されたポリ
ビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させたものである。
【００１５】
　ポリビニルアルコール系樹脂としては、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化したものを用い
ることができる。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢
酸ビニルのほか、酢酸ビニルと共重合可能な他の単量体との共重合体などが例示される。
酢酸ビニルに共重合可能な他の単量体としては、たとえば、不飽和カルボン酸類、オレフ
ィン類、ビニルエーテル類、不飽和スルホン酸類、アンモニウム基を有するアクリルアミ
ド類などが挙げられる。
【００１６】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、通常８５～１００モル％程度、好ましくは
９８モル％以上である。このポリビニルアルコール系樹脂は、さらに変性されていてもよ
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く、たとえば、アルデヒド類で変性されたポリビニルホルマールやポリビニルアセタール
なども使用し得る。また、ポリビニルアルコール系樹脂の重合度は、通常１,０００～１
０,０００程度、好ましくは１,５００～５,０００程度である。
【００１７】
　かかるポリビニルアルコール系樹脂を製膜したものが、第１の偏光フィルムの原反フィ
ルムとして用いられる。ポリビニルアルコール系樹脂を製膜する方法は、特に限定される
ものではなく、公知の方法で製膜することができる。ポリビニルアルコール系原反フィル
ムの膜厚は特に限定されないが、たとえば、１０μｍ～１５０μｍ程度である。
【００１８】
　第１の偏光フィルムは、通常、このようなポリビニルアルコール系樹脂フィルムを一軸
延伸する工程、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色することにより
、二色性色素を吸着させる工程、二色性色素が吸着されたポリビニルアルコール系樹脂フ
ィルムをホウ酸水溶液で処理する工程、および、ホウ酸水溶液による処理後に水洗する工
程、を経て製造される。
【００１９】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの一軸延伸は、二色性色素の染色前に行なっても
よいし、染色と同時に行なってもよいし、あるいは染色の後に行なってもよい。一軸延伸
を染色の後で行なう場合には、この一軸延伸は、ホウ酸処理の前に行なってもよいし、ホ
ウ酸処理中に行なってもよい。もちろん、これらの複数の段階で一軸延伸を行なうことも
可能である。一軸延伸にあたっては、周速の異なるロール間で一軸に延伸してもよいし、
熱ロールを用いて一軸に延伸してもよい。また、一軸延伸は、大気中で延伸を行なう乾式
延伸であってもよいし、溶剤を用い、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを膨潤させた
状態で延伸を行なう湿式延伸であってもよい。延伸倍率は、通常３～８倍程度である。
【００２０】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色する方法としては、たとえば
、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを、二色性色素を含有する水溶液に浸漬する方法
を挙げることができる。二色性色素として、具体的には、ヨウ素や二色性染料が用いられ
る。なお、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、染色処理の前に、水への浸漬処理を
施しておくことが好ましい。
【００２１】
　二色性色素としてヨウ素を用いる場合は、通常、ヨウ素およびヨウ化カリウムを含有す
る水溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される
。この水溶液におけるヨウ素の含有量は、通常、水１００重量部あたり０．０１～１重量
部程度であり、ヨウ化カリウムの含有量は、通常、水１００重量部あたり０．５～２０重
量部程度である。染色に用いる水溶液の温度は、通常２０～４０℃程度であり、また、こ
の水溶液への浸漬時間（染色時間）は、通常２０～１,８００秒程度である。
【００２２】
　一方、二色性色素として二色性染料を用いる場合は、通常、水溶性二色性染料を含む水
溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。こ
の水溶液における二色性染料の含有量は、通常、水１００重量部あたり１×１０-4～１０
重量部程度、好ましくは１×１０-3～１重量部程度であり、また、たとえば、１×１０-2

重量部程度以下であってもよい。この水溶液は、硫酸ナトリウムなどの無機塩を染色助剤
として含有していてもよい。染色に用いる二色性染料水溶液の温度は、通常２０～８０℃
程度であり、また、この水溶液への浸漬時間（染色時間）は、通常１０～１,８００秒程
度である。
【００２３】
　二色性色素による染色後のホウ酸処理は、染色されたポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムをホウ酸含有水溶液に浸漬することにより行なうことができる。ホウ酸含有水溶液に
おけるホウ酸の量は、水１００重量部あたり、通常２～１５重量部程度、好ましくは５～
１２重量部程度である。二色性色素としてヨウ素を用いる場合には、このホウ酸含有水溶
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液はヨウ化カリウムを含有することが好ましい。ホウ酸含有水溶液におけるヨウ化カリウ
ムの量は、水１００重量部あたり、通常０．１～１５重量部程度、好ましくは５～１２重
量部程度である。ホウ酸含有水溶液への浸漬時間は、通常６０～１,２００秒程度、好ま
しくは１５０～６００秒程度、さらに好ましくは２００～４００秒程度である。ホウ酸含
有水溶液の温度は、通常５０℃以上であり、好ましくは５０～８５℃、より好ましくは６
０～８０℃である。
【００２４】
　ホウ酸処理後のポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、通常、水洗処理される。水洗
処理は、たとえば、ホウ酸処理されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムを水に浸漬す
ることにより行なうことができる。水洗処理における水の温度は、通常５～４０℃程度で
あり、浸漬時間は、通常１～１２０秒程度である。水洗後は乾燥処理が施されて、第１の
偏光フィルムが得られる。乾燥処理は、熱風乾燥機や遠赤外線ヒーターを用いて行なうこ
とができる。乾燥処理の温度は、通常３０～１００℃程度、好ましくは５０～８０℃であ
る。乾燥処理の時間は、通常６０～６００秒程度、好ましくは１２０～６００秒である。
【００２５】
　こうしてポリビニルアルコール系樹脂フィルムに、一軸延伸、二色性色素による染色、
およびホウ酸処理が施され、第１の偏光フィルムが得られる。第１の偏光フィルムの厚み
は、たとえば５～４０μｍ程度とすることができる。
【００２６】
　本発明に係る第１の偏光板は、上記ポリビニルアルコール系樹脂からなる第１の偏光フ
ィルムの片面に、延伸されたポリエチレンテレフタレートフィルムを積層して作製される
。延伸されたポリエチレンテレフタレートフィルムは、機械的性質、耐溶剤性、耐スクラ
ッチ性、コストなどに優れたフィルムであり、このようなポリエチレンテレフタレートフ
ィルムを保護フィルムとして用いた偏光板は、機械的強度等に優れるとともに、厚みの低
減を図ることができる。ここで、本発明において、ポリエチレンテレフタレートフィルム
を構成するポリエチレンテレフタレートとは、繰り返し単位の８０モル％以上がエチレン
テレフタレートで構成される樹脂を意味し、他の共重合成分に由来する構成単位を含んで
いてもよい。他の共重合成分としては、イソフタル酸、ｐ－β－オキシエトキシ安息香酸
、４，４’－ジカルボキシジフェニール、４，４’－ジカルボキシベンゾフェノン、ビス
（４－カルボキシフェニル）エタン、アジピン酸、セバシン酸、５－ナトリウムスルホイ
ソフタル酸、１，４－ジカルボキシシクロヘキサン等のジカルボン酸成分；プロピレング
リコール、ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコール、シクロヘ
キサンジオール、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物、ポリエチレングリコー
ル、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール等のジオール成分が挙げ
られる。これらのジカルボン酸成分やジオール成分は、必要により２種類以上を組み合わ
せて使用することができる。また、上記カルボン酸成分やジオール成分と共に、ｐ－オキ
シ安息香酸等のオキシカルボン酸を併用することも可能である。他の共重合成分として、
少量のアミド結合、ウレタン結合、エーテル結合、カーボネート結合等を含有するジカル
ボン酸成分および／またはジオール成分が用いられてもよい。
【００２７】
　ポリエチレンテレフタレートの製造法としては、テレフタル酸とエチレングリコール（
ならびに必要に応じて他のジカルボン酸および／または他のジオール）を直接反応させる
いわゆる直接重合法、テレフタル酸のジメチルエステルとエチレングリコール（ならびに
必要に応じて他のジカルボン酸のジメチルエステルおよび／または他のジオール）とをエ
ステル交換反応させる、いわゆるエステル交換反応法等の任意の製造法を適用することが
できる。また、ポリエチレンテレフタレートは、必要に応じて公知の添加剤を含有してい
てもよい。公知の添加剤としては、たとえば、滑剤、ブロッキング防止剤、熱安定剤、酸
化防止剤、帯電防止剤、耐光剤、耐衝撃性改良剤などを挙げることができる。ただし、偏
光フィルムに積層される保護フィルムとして透明性が必要とされるため、添加剤の添加量
は最小限にとどめておくことが好ましい。
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【００２８】
　上記原料樹脂をフィルム状に成形し、延伸処理を施すことにより、延伸されたポリエチ
レンテレフタレートフィルムを作製することができる。延伸は、ＭＤ方向（流れ方向）ま
たはＴＤ方向（流れ方向と垂直の方向）に延伸する一軸延伸、ＭＤ方向およびＴＤ方向の
双方に延伸する二軸延伸、ＭＤ方向でもＴＤ方向でもない方向に延伸する斜め延伸など、
いずれの方法で行なってもよい。かかる延伸操作を施すことにより、機械的強度の高いポ
リエチレンテレフタレートフィルムを得ることができる。中でも、一軸延伸フィルムは、
本発明の偏光板を液晶パネルに設置したときに、干渉ムラが見え難い傾向にあるため、好
ましい。
【００２９】
　一軸延伸されたポリエチレンテレフタレートフィルムの作製方法は任意であり、特に限
定されるものではないが、上記原料樹脂を溶融し、シート状に押出し成形された無配向フ
ィルムを、ガラス転移温度以上の温度においてテンターで横延伸（ＴＤ方向に延伸）した
後、熱固定処理を施す方法を挙げることができる。延伸温度は、好ましくは８０～１３０
℃、より好ましくは９０～１２０℃であり、延伸倍率は、好ましくは２．５～６倍、より
好ましくは３～５．５倍である。延伸倍率が低いと、ポリエチレンテレフタレートフィル
ムが十分な透明性を示さない傾向にある。二軸延伸の場合は、たとえば、シート状に押出
し成形された無配向フィルムを、ガラス転移温度以上の温度において縦延伸（ＭＤ方向に
延伸）し、次いで横延伸（ＴＤ方向に延伸）する方法や、縦横同時に延伸する方法等が挙
げられる。
【００３０】
　また、配向主軸の歪みを低減するために、延伸後に弛緩処理を施すことが望ましい。た
とえば、上述した横延伸によって一軸延伸フィルムを作製する場合は、横延伸後、熱固定
処理を行なう前に、ポリエチレンテレフタレートフィルムを長手方向に弛緩処理する方法
を挙げることができる。弛緩処理時の温度は９０～２００℃、好ましくは１２０～１８０
℃である。弛緩量は、延伸条件によって異なり、弛緩処理後のポリエチレンテレフタレー
トフィルムの、１５０℃における熱収縮率が２％以下になるように弛緩量および弛緩処理
時の温度を設定することが好ましい。
【００３１】
　熱固定処理温度は１８０～２５０℃とすることができ、好ましくは２００～２４５℃で
ある。熱固定処理においては、まず定長で熱固定処理を行なった後、配向主軸の歪みが低
減され、耐熱性等の強度を向上させるために、さらに幅方向の弛緩処理を行なうことが好
ましい。この場合の弛緩量は、弛緩処理後のポリエチレンテレフタレートフィルムの、１
５０℃における熱収縮率が１～１０％となるように調整されることが好ましく、より好ま
しくは２～５％である。本発明において用いられる延伸ポリエチレンテレフタレートフィ
ルムの配向主軸の歪みの最大値は、１０度以下、好ましくは８度以下、さらに好ましくは
５度以下である。配向主軸の歪みの最大値が１０度より大きいと、液晶表示画面に貼合し
たときに色付不良が大きくなる傾向にある。なお、延伸ポリエチレンテレフタレートフィ
ルムの「配向主軸の歪みの最大値」は、たとえば、大塚電子株式会社製の位相差フィルム
検査装置ＲＥＴＳシステムにより測定することができる。
【００３２】
　延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムの厚みｄPETは、２０～６０μｍ程度とする
ことが好ましく、３０～５０μｍとすることがより好ましい。延伸ポリエチレンテレフタ
レートフィルムの厚みｄPETが２０μｍ未満であると、ハンドリングしにくい傾向にあり
、厚みｄPETが６０μｍを超えると、薄肉化のメリットが薄れる傾向にある。また、延伸
ポリエチレンテレフタレートフィルムの面内位相差値ＲPETは、１０００ｎｍ以上である
ことが好ましく、より好ましくは３０００ｎｍ以上である。面内位相差値ＲPETが１００
０ｎｍ未満であると、正面からの色つきが目立つ傾向にある。なお、延伸ポリエチレンテ
レフタレートフィルムの面内位相差値ＲPETは、下記式（１）で表される。
ＲPET＝（ｎa－ｎb）×ｄPET　　　　　（１）
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ここで、ｎaは延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムの面内遅相軸方向の屈折率、ｎb

は面内進相軸方向（面内遅相軸方向と直交する方向）の屈折率である。
【００３３】
　延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムには、ヘイズが付与されていてもよい。ヘイ
ズを付与する方法としては、特に制限されず、たとえば上記原料樹脂中に無機微粒子また
は有機微粒子を混合する方法や、延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムにおける、第
１の偏光フィルムと貼着される面とは反対側の表面上に、無機微粒子または有機微粒子を
樹脂バインダーに混合した塗布液をコートする方法などを用いることができる。無機微粒
子としては、シリカ、コロイダルシリカ、アルミナ、アルミナゾル、アルミノシリケート
、アルミナ－シリカ複合酸化物、カオリン、タルク、マイカ、炭酸カルシウム、リン酸カ
ルシウム等を代表的なものとして挙げることができる。また、有機微粒子としては、架橋
ポリアクリル酸粒子、架橋ポリスチレン粒子、架橋ポリメチルメタクリレート粒子、シリ
コーン樹脂粒子、ポリイミド粒子などの樹脂粒子を用いることができる。
【００３４】
　延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムにおける、第１の偏光フィルムと貼着される
面とは反対側の表面上には、上記防眩処理（ヘイズ付与処理）のほか、ハードコート処理
、帯電防止処理などの表面処理が施されていてもよい。また、液晶性化合物やその高分子
量化合物などからなるコート層が形成されていてもよい。
【００３５】
　本発明に用いられるポリエチレンテレフタレートフィルムには、易接着層が付与されて
いてもよい。その易接着層が付与されたポリエチレンテレフタレートフィルムの形成方法
は、特に限定されるものではないが、たとえば、すべての延伸工程が終了したフィルムに
易接着層を形成する方法、ポリエチレンテレフタレートフィルムを延伸している工程中、
すなわち縦延伸と横延伸工程との間に易接着層を形成する方法、および偏光フィルムと接
着される直前または接着された後に易接着層を形成する方法等が採用される。二軸延伸フ
ィルムとする場合は、生産性の観点から、ポリエチレンテレフタレートフィルムを縦延伸
した後に易接着層を形成し、引き続き横延伸する方法が好ましく採用される。易接着層は
、ポリエチレンテレフタレートフィルムの両面、または接着剤を介してポリビニルアルコ
ール系樹脂からなる偏光フィルムと接着される片面に付与することができる。
【００３６】
　易接着層を構成する成分は、特に限定されるものではないが、たとえば、極性基を骨格
に有し、比較的低分子量で、ガラス転移温度も比較的低い、ポリエステル系樹脂、ウレタ
ン系樹脂、またはアクリル系樹脂等が挙げられる。また、必要に応じて架橋剤、有機また
は無機フィラー、界面活性剤、滑剤等を含有することもできる。
【００３７】
　以上、第１の偏光板の片面に積層される保護フィルムとして、延伸されたポリエチレン
テレフタレートフィルムを用いる場合を説明したが、延伸されたポリエチレンテレフタレ
ートフィルムの代わりに、延伸されたポリエチレンナフタレートフィルムを用いることも
でき、この場合にも上記と同様の効果を得ることができる。
【００３８】
　第１の偏光板において、第１の偏光フィルムにおける上記ポリエチレンテレフタレート
フィルムが貼合される面とは反対側の面には、液晶セルと偏光板とを貼合するための、接
着剤あるいは粘着剤の層が形成されてもよい。また、第１の偏光フィルムにおける上記ポ
リエチレンテレフタレートフィルムが貼合される面とは反対側の面に、たとえば保護フィ
ルムや光学補償フィルムなどとしての透明フィルムを積層し、該透明フィルム上に接着剤
あるいは粘着剤の層を形成してもよい。透明フィルムとしては、トリアセチルセルロース
フィルム（ＴＡＣ）などのセルロース系フィルム、オレフィン系フィルム、アクリル系フ
ィルム、ポリエステル系フィルムなどが挙げられる。さらに、上記透明フィルム上に、後
述する光学機能性フィルムを積層し、該光学機能性フィルム上に接着剤あるいは粘着剤の
層を形成することもできる。
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【００３９】
　光学補償フィルムとしては、たとえば、セルロース系フィルムに位相差調整機能を有す
る化合物を含有させたフィルム、セルロース系フィルム表面に位相差調整機能を有する化
合物を塗布したフィルム、セルロース系フィルムを一軸延伸または二軸延伸して得られる
フィルムなどが挙げられる。また、シクロオレフィン系樹脂フィルムを一軸延伸、または
二軸延伸して光学補償フィルムとしてもよい。大型液晶テレビ用液晶パネル、特に垂直配
向（ＶＡ）モードの液晶セルを備える液晶パネルに本発明の偏光板のセットを用いる場合
には、上記光学補償フィルムとしては、シクロオレフィン系樹脂フィルムの延伸品が、光
学特性、耐久性の点からも好適である。ここで、シクロオレフィン系樹脂フィルムとは、
たとえば、ノルボルネンや多環ノルボルネン系モノマーなどの環状オレフィン（シクロオ
レフィン）からなるモノマーのユニットを有する熱可塑性の樹脂からなるフィルムである
。シクロオレフィン系フィルムは、単一のシクロオレフィンを用いた開環重合体や２種以
上のシクロオレフィンを用いた開環共重合体の水素添加物であってもよく、シクロオレフ
ィンと鎖状オレフィンおよび／またはビニル基を有する芳香族化合物などとの付加共重合
体であってもよい。また、主鎖あるいは側鎖に極性基が導入されているものも有効である
。
【００４０】
　シクロオレフィンと鎖状オレフィンおよび／またはビニル基を有する芳香族化合物との
共重合体を用いる場合、鎖状オレフィンの例としては、エチレンやプロピレンなどが挙げ
られ、またビニル基を有する芳香族化合物の例としては、スチレン、α－メチルスチレン
、核アルキル置換スチレンなどが挙げられる。このような共重合体において、シクロオレ
フィンからなるモノマーのユニットは５０モル％以下、たとえば、１５～５０モル％程度
であってもよい。特に、シクロオレフィンと鎖状オレフィンとビニル基を有する芳香族化
合物との三元共重合体とする場合、シクロオレフィンからなるモノマーのユニットは、こ
のように比較的少ない量とすることができる。かかる三元共重合体において、鎖状オレフ
ィンからなるモノマーのユニットは、通常５～８０モル％程度、ビニル基を有する芳香族
化合物からなるモノマーのユニットは、通常５～８０モル％程度である。
【００４１】
　市販の熱可塑性シクロオレフィン系樹脂としては、ドイツのＴｉｃｏｎａ社から販売さ
れている「Ｔｏｐａｓ」、ＪＳＲ（株）から販売されている「アートン」、日本ゼオン（
株）から販売されている「ゼオノア（ＺＥＯＮＯＲ）」および「ゼオネックス（ＺＥＯＮ
ＥＸ）」、三井化学（株）から販売されている「アペル」（いずれも商品名）などがあり
、これらを好適に用いることができる。このようなシクロオレフィン系樹脂を製膜して、
シクロオレフィン系樹脂フィルムを得ることができる。製膜方法としては、溶剤キャスト
法、溶融押出法など、公知の方法が適宜用いられる。また、たとえば、積水化学工業（株
）から販売されている「エスシーナ」および「ＳＣＡ４０」、（株）オプテスから販売さ
れている「ゼオノアフィルム」、ＪＳＲ（株）から販売されている「アートンフィルム」
（いずれも商品名）などの製膜されたシクロオレフィン系樹脂フィルムも市販されており
、これらも好適に使用することができる。
【００４２】
　光学補償フィルムとしてのシクロオレフィン系樹脂フィルムは、少なくとも一方向に延
伸されていることが望ましい。これにより、適切な光学補償機能が付与され、液晶表示装
置の視野角拡大に寄与することができる。延伸されたシクロオレフィン系樹脂フィルムの
面内位相差値Ｒ0は、４０ｎｍ以上１００ｎｍ以下であることが好ましく、４０ｎｍ以上
８０ｎｍ以下であることがより好ましい。面内位相差値Ｒ0が４０ｎｍ未満または１００
ｎｍを超えると、パネルに対する視野角補償能が低下する傾向にある。また、延伸された
シクロオレフィン系樹脂フィルムの厚み方向位相差値Ｒthは、８０ｎｍ以上２５０ｎｍ以
下であることが好ましく、１００ｎｍ以上２５０ｎｍ以下であることがより好ましい。厚
み方向位相差値Ｒthが８０ｎｍ未満または２５０ｎｍを超えると、上記と同様にパネルに
対する視野角補償能が低下する傾向にある。なお、延伸されたシクロオレフィン系樹脂フ
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ィルムの面内位相差値Ｒ0および厚み方向位相差値Ｒthは、それぞれ下記式（２）および
（３）で表される。
【００４３】
　　Ｒ0＝（ｎx－ｎy）×ｄ　　　　　　　　　　　（２）
　　Ｒth＝［（ｎx＋ｎy）／２－ｎz］×ｄ　　　　　（３）
　ここで、ｎxは延伸されたシクロオレフィン系樹脂フィルムの面内遅相軸方向の屈折率
、ｎyは面内進相軸方向（面内遅相軸方向と直交する方向）の屈折率、ｎzは延伸されたシ
クロオレフィン系樹脂フィルムの厚み方向の屈折率、ｄは延伸されたシクロオレフィン系
樹脂フィルムの厚みである。
【００４４】
　上記のような好ましい屈折率特性は、延伸倍率および延伸速度を適切に調整するほか、
延伸時の予熱温度、延伸温度、ヒートセット（延伸後におけるフィルムの歪み軽減処理）
温度、冷却温度などの各種温度（温度パターンを含む）を適宜選択することにより付与す
ることができる。比較的緩い条件で延伸を行なうことにより、上記のような好ましい屈折
率特性を得ることができる。たとえば延伸倍率は、１．０５倍以上１．６倍以下の範囲と
するのが好ましく、さらには１．１倍以上、また１．５倍以下とするのがより好ましい。
二軸延伸の場合には、最大延伸方向の延伸倍率が上記範囲となるようにすればよい。
【００４５】
　延伸されたシクロオレフィン系樹脂フィルムの厚みは、厚すぎると、加工性に劣るもの
となり、また、透明性が低下したり、偏光板の重量が大きくなったりするなどの問題が生
じやすい。そこで、延伸されたシクロオレフィン系樹脂フィルムの厚みは、４０μｍ～８
０μｍ程度であるのが好ましい。
【００４６】
　延伸ポリエチレンテレフタレートフィルム上、および／または、第１の偏光フィルムに
おける当該ポリエチレンテレフタレートフィルムが貼合される面とは反対側の面に積層さ
れた保護フィルムとしての透明フィルム上には、粘着剤を介して光学機能性フィルムを貼
着してもよい。光学機能性フィルムとしては、上述したセルロース系フィルムまたはシク
ロオレフィン系フィルムを基材とする光学補償フィルムのほか、たとえば、基材表面に液
晶性化合物が塗付され、配向されている光学補償フィルム、ある種の偏光光を透過し、そ
れと逆の性質を示す偏光光を反射する反射型偏光フィルム、ポリカーボネート系樹脂から
なる位相差フィルム、表面に凹凸形状を有する防眩機能付きフィルム、表面反射防止処理
付きフィルム、表面に反射機能を有する反射フィルム、反射機能と透過機能とを併せ持つ
半透過反射フィルムなどが挙げられる。基材表面に液晶性化合物が塗付され、配向されて
いる光学補償フィルムに相当する市販品としては、富士フィルム（株）から販売されてい
る「ＷＶフィルム」、新日本石油（株）から販売されている「ＮＨフィルム」および「Ｎ
Ｒフィルム」（いずれも商品名）などがある。ある種の偏光光を透過し、それと逆の性質
を示す偏光光を反射する反射型偏光フィルムに相当する市販品としては、３Ｍ　Ｃｏｍｐ
ａｎｙ（３Ｍ社）（日本では住友スリーエム（株））から販売されている「ＤＢＥＦ」（
商品名）などがある。
【００４７】
　次に、第１の偏光フィルムに延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムおよび／または
、上記した保護フィルムや光学補償フィルムなどとしての透明フィルムを積層する方法に
ついて説明する。第１の偏光フィルム表面に、これら延伸ポリエチレンテレフタレートフ
ィルムおよび／または透明フィルムを積層する方法としては、通常、接着剤を用いて接着
する方法が採用される。第１の偏光フィルムの両面に接着剤を用いる場合は、両面同種の
接着剤を用いてもよく、また異種の接着剤を用いてもよい。
【００４８】
　接着剤としては、接着剤層を薄くする観点から、水系のもの、すなわち、接着剤成分を
水に溶解したもの、または接着剤成分を水に分散させたものが挙げられる。たとえば、主
成分としてポリビニルアルコール系樹脂やウレタン樹脂を用いた組成物が、好ましい接着
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剤として挙げられる。
【００４９】
　接着剤の主成分としてポリビニルアルコール系樹脂を用いる場合、そのポリビニルアル
コール系樹脂は、部分ケン化ポリビニルアルコールや完全ケン化ポリビニルアルコールの
ほか、カルボキシル基変性ポリビニルアルコール、アセトアセチル基変性ポリビニルアル
コール、メチロール基変性ポリビニルアルコール、アミノ基変性ポリビニルアルコールな
どの、変性されたポリビニルアルコール系樹脂であってもよい。接着剤成分としてポリビ
ニルアルコール系樹脂を用いた場合、該接着剤は、ポリビニルアルコール系樹脂の水溶液
として調製されることが多い。接着剤中のポリビニルアルコール系樹脂の濃度は、水１０
０重量部に対して、通常１～１０重量部程度、好ましくは１～５重量部である。
【００５０】
　主成分としてポリビニルアルコール系樹脂を含む接着剤には、接着性を向上させるため
に、グリオキザールや水溶性エポキシ樹脂などの硬化性成分または架橋剤を添加すること
が好ましい。水溶性エポキシ樹脂としては、たとえば、ジエチレントリアミンやトリエチ
レンテトラミンのようなポリアルキレンポリアミンとアジピン酸のようなジカルボン酸と
の反応で得られるポリアミドポリアミンに、エピクロロヒドリンを反応させて得られるポ
リアミドポリアミンエポキシ樹脂を挙げることができる。かかるポリアミドポリアミンエ
ポキシ樹脂の市販品としては、住化ケムテックス（株）から販売されている「スミレーズ
レジン　６５０」および「スミレーズレジン　６７５」、日本ＰＭＣ（株）から販売され
ている「ＷＳ－５２５」などがあり、これらを好適に用いることができる。これら硬化性
成分または架橋剤の添加量は、ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対して、通常
１～１００重量部、好ましくは１～５０重量部である。その添加量が少ないと、接着性向
上効果が小さくなり、一方でその添加量が多いと、接着剤層が脆くなる傾向にある。
【００５１】
　接着剤の主成分としてウレタン樹脂を用いる場合、適当な接着剤組成物の例として、ポ
リエステル系アイオノマー型ウレタン樹脂とグリシジルオキシ基を有する化合物との混合
物を挙げることができる。ここでいうポリエステル系アイオノマー型ウレタン樹脂とは、
ポリエステル骨格を有するウレタン樹脂であって、その中に少量のイオン性成分（親水成
分）が導入されたものである。かかるアイオノマー型ウレタン樹脂は、乳化剤を使用せず
に直接、水中で乳化してエマルジョンとなるため、水系の接着剤として好適である。ポリ
エステル系アイオノマー型ウレタン樹脂それ自体は公知である。たとえば特開平７-９７
５０４号公報には、フェノール系樹脂を水性媒体中に分散させるための高分子分散剤の例
としてポリエステル系アイオノマー型ウレタン樹脂が記載されており、また特開２００５
－０７０１４０号公報および特開２００５－１８１８１７号公報には、ポリエステル系ア
イオノマー型ウレタン樹脂とグリシジルオキシ基を有する化合物との混合物を接着剤とし
て、ポリビニルアルコール系樹脂からなる偏光フィルムにシクロオレフィン系樹脂フィル
ムを接合する形態が示されている。
【００５２】
　接着剤として、光硬化性接着剤を用いることもできる。光硬化性接着剤としては、たと
えば、光硬化性エポキシ樹脂と光カチオン重合開始剤との混合物などを挙げることができ
る。
【００５３】
　第１の偏光フィルム表面に、延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムおよび／または
透明フィルムを接着剤を用いて貼合する方法としては、従来公知の方法を用いることがで
き、たとえば、流延法、マイヤーバーコート法、グラビアコート法、カンマコーター法、
ドクタープレート法、ダイコート法、ディップコート法、噴霧法などにより、第１の偏光
フィルムおよび／またはこれに貼合されるフィルムの接着面に接着剤を塗布し、両者を重
ね合わせる方法が挙げられる。流延法とは、被塗布物であるフィルムを、概ね垂直方向、
概ね水平方向、または両者の間の斜め方向に移動させながら、その表面に接着剤を流下し
て拡布させる方法である。
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【００５４】
　上記のような方法により接着剤を塗布した後、第１の偏光フィルムとそれに貼合される
フィルムとをニップロールなどにより挟んで貼り合わせることにより両者が接合される。
また、第１の偏光フィルムとそれに貼合されるフィルムとの間に接着剤を滴下した後、こ
の積層体をロール等で加圧して均一に押し広げる方法も好適に使用することができる。こ
の場合、ロールの材質としては金属やゴム等を用いることが可能である。さらに、第１の
偏光フィルムとそれに貼合されるフィルムとの間に接着剤を滴下した後、この積層体をロ
ールとロールとの間に通し、加圧して押し広げる方法も好ましく採用される。この場合、
これらロールは同じ材質であってもよく、異なる材質であってもよい。
【００５５】
　なお、乾燥あるいは硬化前における、上記ニップロール等を用いて貼り合わされた後の
接着剤層の厚さは、５μｍ以下であることが好ましく、また０．０１μｍ以上であること
が好ましい。
【００５６】
　第１の偏光フィルムおよび／またはそれに貼合されるフィルムの接着表面には、接着性
を向上させるために、プラズマ処理、コロナ処理、紫外線照射処理、フレーム（火炎）処
理、ケン化処理などの表面処理を適宜施してもよい。ケン化処理としては、水酸化ナトリ
ウムや水酸化カリウムのようなアルカリの水溶液に浸漬する方法が挙げられる。
【００５７】
　上記水系接着剤を介して接合された積層体は、通常乾燥処理が施され、接着剤層の乾燥
、硬化が行なわれる。乾燥処理は、たとえば熱風を吹き付けることにより行なうことがで
きる。乾燥温度は、４０～１００℃程度、好ましくは６０～１００℃の範囲から適宜選択
される。乾燥時間は、たとえば２０～１,２００秒程度である。乾燥後の接着剤層の厚み
は、通常０．００１～５μｍ程度であり、好ましくは０．０１μｍ以上、また好ましくは
２μｍ以下、さらに好ましくは１μｍ以下である。接着剤層の厚みが大きくなりすぎると
、偏光板の外観不良となりやすい。
【００５８】
　乾燥処理の後、室温以上の温度で少なくとも半日、通常は数日間以上の養生を施して十
分な接着強度を得てもよい。かかる養生は、典型的には、ロール状に巻き取られた状態で
行なわれる。好ましい養生温度は、３０～５０℃の範囲であり、さらに好ましくは３５℃
以上、４５℃以下である。養生温度が５０℃を超えると、ロール巻き状態において、いわ
ゆる「巻き締まり」が起こりやすくなる。なお、養生時の湿度は、特に限定されないが、
相対湿度が０％ＲＨ～７０％ＲＨ程度の範囲となるように選択されることが好ましい。養
生時間は、通常１日～１０日程度、好ましくは２日～７日程度である。
【００５９】
　一方、光硬化型接着剤を用いて偏光フィルムとそれに貼合されるフィルムとを接合する
場合には、接合後、活性エネルギー線を照射することによって光硬化性接着剤を硬化させ
る。活性エネルギー線の光源は特に限定されないが、波長４００ｎｍ以下に発光分布を有
する活性エネルギー線が好ましく、具体的には、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、
超高圧水銀灯、ケミカルランプ、ブラックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、
メタルハライドランプ等が好ましく用いられる。光硬化性接着剤への光照射強度は、該光
硬化性接着剤の組成によって適宜決定され、特に限定されないが、重合開始剤の活性化に
有効な波長領域の照射強度が０．１～６０００ｍＷ／ｃｍ2であることが好ましい。該照
射強度が０．１ｍＷ／ｃｍ2以上である場合、反応時間が長くなりすぎず、６０００ｍＷ
／ｃｍ2以下である場合、光源から輻射される熱および光硬化性接着剤の硬化時の発熱に
よる光硬化性エポキシ樹脂の黄変や偏光フィルムの劣化を生じるおそれが少ない。光硬化
性接着剤への光照射時間は、硬化させる光硬化性接着剤ごとに制御されるものであって特
に限定されないが、上記の照射強度と照射時間との積として表される積算光量が１０～１
００００ｍＪ／ｃｍ2となるように設定されることが好ましい。光硬化性接着剤への積算
光量が１０ｍＪ／ｃｍ2以上である場合、重合開始剤由来の活性種を十分量発生させて硬
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化反応をより確実に進行させることができ、１００００ｍＪ／ｃｍ2以下である場合、照
射時間が長くなりすぎず、良好な生産性を維持できる。なお、活性エネルギー線照射後の
接着剤層の厚みは、通常０．００１～５μｍ程度であり、好ましくは０．０１μｍ以上、
また好ましくは２μｍ以下、さらに好ましくは１μｍ以下である。
【００６０】
　活性エネルギー線の照射によって光硬化性接着剤を硬化させる場合、第１の偏光フィル
ムの偏光度、透過率および色相、ならびにポリエチレンテレフタレートフィルムおよび光
学補償フィルム等の透明フィルムの透明性などの偏光板の諸機能が低下しない条件で硬化
を行なうことが好ましい。
【００６１】
　（第２の偏光板）
　第２の偏光板は、液晶パネルの前面側（視認側）偏光板として用いられるものであり、
ポリビニルアルコール系樹脂からなる第２の偏光フィルムの片面に、防眩性を有する保護
フィルムを積層して作製される。第２の偏光フィルムは、具体的には、一軸延伸されたポ
リビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させたものであり、第１の偏
光フィルムについて説明したものを同様に用いることができる。第１の偏光フィルムと第
２の偏光フィルムとは、外形（厚み等）、材質および製造方法などに関し、同じであって
も異なっていてもよい。
【００６２】
　防眩性を有する保護フィルムのヘイズ値は、１５％以上４５％以下の範囲である。ヘイ
ズ値が１５％より低いと、十分な色ムラ防止効果が得られず、また、４５％より高いと画
面が白ちゃけて視認性が低下する。高い光拡散性が望まれる場合は、保護フィルムのヘイ
ズ値を２０％以上４５％以下の範囲とすることもできる。ここで、ヘイズ値は、ＪＩＳ　
Ｋ　７１３６に従う方法により測定される。ヘイズ値が１５％以上４５％以下の範囲であ
る防眩性保護フィルムは、たとえば、樹脂フィルム表面に有機微粒子または無機微粒子を
含有した塗膜を形成する方法、樹脂に無機微粒子または有機微粒子を混合してフィルム化
する方法などで製造できるが、これらに限定されるものではない。上記塗膜を形成する方
法としては、たとえば樹脂フィルム表面に、硬化性樹脂組成物からなるバインダー成分と
有機微粒子または無機微粒子とを含有する塗布液を塗布する方法などを例示することがで
きる。防眩性保護フィルムの基材となる樹脂としては、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ
）などのセルロース系樹脂、オレフィン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリエステル系樹脂な
どが挙げられる。
【００６３】
　無機微粒子としては、シリカ、コロイダルシリカ、アルミナ、アルミナゾル、アルミノ
シリケート、アルミナ－シリカ複合酸化物、カオリン、タルク、マイカ、炭酸カルシウム
、リン酸カルシウム等を代表的なものとして用いることができる。また、有機微粒子とし
ては、架橋ポリアクリル酸粒子、メタクリル酸メチル／スチレン共重合体樹脂粒子、架橋
ポリスチレン粒子、架橋ポリメチルメタクリレート粒子、シリコーン樹脂粒子、ポリイミ
ド粒子などの樹脂粒子を用いることができる。
【００６４】
　上記基材となる樹脂または有機微粒子あるいは無機微粒子が混合された基材となる樹脂
をフィルム状に成形する方法としては、従来公知の方法を採用することができる。得られ
る防眩性保護フィルムの厚みは、たとえば１～１２０μｍ、好ましくは２０～１００μｍ
である。
【００６５】
　第２の偏光板において、第２の偏光フィルムにおける上記防眩性保護フィルムが貼合さ
れる面とは反対側の面には、液晶セルと偏光板とを貼合するための、接着剤あるいは粘着
剤の層が形成されてもよい。また、第２の偏光フィルムにおける上記防眩性保護フィルム
が貼合される面とは反対側の面には、たとえば保護フィルムや光学補償フィルムなどとし
ての透明フィルムを積層し、該透明フィルム上に接着剤あるいは粘着剤の層を形成しても
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よい。透明フィルムとしては、トリアセチルセルロースフィルム（ＴＡＣ）などのセルロ
ース系フィルム、オレフィン系フィルム、アクリル系フィルム、ポリエステル系フィルム
などが挙げられる。さらに、上記透明フィルム上に、光学機能性フィルムを積層し、該光
学機能性フィルム上に接着剤あるいは粘着剤の層を形成することもできる。光学補償フィ
ルムおよび光学機能性フィルムとしては、第１の偏光板について記述したものを同様に用
いることができる。
【００６６】
　第２の偏光フィルムに防眩性保護フィルムおよび／または保護フィルムや光学補償フィ
ルムなどとしての透明フィルムを積層する方法については、第１の偏光板について記述し
た方法を同様に採用することができる。第２の偏光フィルムの両面に接着剤を用いる場合
は、両面同種の接着剤を用いてもよく、また異種の接着剤を用いてもよい。また、第１の
偏光板の作製に使用される接着剤と第２の偏光板の作製に使用される接着剤は、同じであ
っても、異なっていてもよい。
【００６７】
　＜液晶パネルおよび液晶表示装置＞
　本発明の液晶パネルは、上記偏光板のセットを用いた液晶パネルであり、具体的には、
上記第１の偏光板、液晶セル、および上記第２の偏光板をこの順で配置してなる。ここで
、第１の偏光板は、第１の偏光フィルムにおけるポリエチレンテレフタレートフィルムが
積層された面とは反対側の面が、液晶セルに対向するように配置され、第２の偏光板は、
第２の偏光フィルムにおける防眩性保護フィルムが積層された面とは反対側の面が、液晶
セルに対向するように配置される。すなわち、第１の偏光板は、第１の偏光フィルムにお
けるポリエチレンテレフタレートフィルムが積層された面とは反対側の面を接着面として
、接着剤あるいは粘着剤を用いて液晶セルに貼付されるか、または第１の偏光フィルムに
おけるポリエチレンテレフタレートフィルムが積層された面とは反対側の面に積層された
保護フィルムや光学補償フィルムなどとしての透明フィルムあるいはさらにその上に積層
された光学機能性フィルムを介して液晶セルに貼付される。同様に、第２の偏光板は、第
２の偏光フィルムにおける防眩性保護フィルムが積層された面とは反対側の面を接着面と
して、接着剤あるいは粘着剤を用いて液晶セルに貼付されるか、または第２の偏光フィル
ムにおける防眩性保護フィルムが積層された面とは反対側の面に積層された保護フィルム
や光学補償フィルムなどとしての透明フィルムあるいはさらにその上に積層された光学機
能性フィルムを介して液晶セルに貼付される。
【００６８】
　液晶セルとしては、従来公知の構成を採用することができ、たとえばツイステッドネマ
ティック（ＴＮ）モード、垂直配向（ＶＡ）モードなど各種方式の液晶セルを用いること
ができる。
【００６９】
　かかる本発明の偏光板のセットを用いた液晶パネルは、延伸ポリエチレンテレフタレー
トフィルムを第１の偏光板の保護フィルムとして用いていることから、機械的強度の向上
および薄肉化が実現されており、また、延伸ポリエチレンテレフタレートフィルムの位相
差に起因する色ムラ（干渉ムラ）は、第２の偏光板の保護フィルムとしてヘイズ値が１５
％以上４５％以下の範囲である防眩性保護フィルムを用いることにより低減されている。
【００７０】
　図１は、本発明の液晶表示装置の基本的な層構成の一例を示す概略断面図である。図１
に示される液晶表示装置は、バックライト１０、光拡散板５０、および、液晶セル４０と
、液晶セル４０の一方の面に貼付された背面側偏光板としての第１の偏光板２０と、液晶
セル４０の他方の面に貼付された前面側偏光板としての第２の偏光板３０とからなる液晶
パネルをこの順で配置してなる。第１の偏光板２０は、第１の偏光フィルム２１を、光学
補償フィルム２３と延伸ポリエチレンテレフタレートフィルム２４とで挟持した構成を有
しており、光学補償フィルム２３が液晶セル４０に対向するように配置されている。また
、第２の偏光板３０は、第２の偏光フィルム３１を、光学補償フィルム３３と防眩性保護
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フィルム３４とで挟持した構成を有しており、光学補償フィルム３３が液晶セル４０に対
向するように配置されている。さらに図１に示される本発明の液晶表示装置において、液
晶パネルは、背面側偏光板である第１の偏光板２０がバックライト側となるように、すな
わち、延伸ポリエチレンテレフタレートフィルム２４が光拡散板５０と対向するように配
置される。
【００７１】
　ここで、光拡散板５０は、バックライト１０からの光を拡散させる機能を有する光学部
材であって、たとえば、熱可塑性樹脂に光拡散剤である粒子を分散させて光拡散性を付与
したもの、熱可塑性樹脂板の表面に凹凸を形成して光拡散性を付与したもの、熱可塑性樹
脂板の表面に粒子が分散された樹脂組成物の塗布層を設け、光拡散性を付与したものなど
であり得る。その厚みは、０．１～５ｍｍ程度とすることができる。また、光拡散板５０
と液晶パネルとの間には、プリズムシート（集光シートとも呼ばれ、たとえば、３Ｍ社製
の「ＢＥＦ」などが該当する）、輝度向上シート（先に説明した反射型偏光フィルムと同
じものである）など、他の光学機能性を示すシートを配置することもできる。他の光学機
能性を示すシートは、必要に応じて複数種類配置することも可能である。さらに、光拡散
板５０として、たとえば、シリンドリカルな形状を表面に有するプリズムシートと光拡散
板との積層一体品（たとえば、特開２００６－２８４６９７号公報に記載されるもの）の
ような、光拡散機能に他の機能が複合化された光学シートを用いることも可能である。
【００７２】
　かかる本発明の液晶表示装置は、本発明の液晶パネルを用いたものであり、液晶パネル
と同様に、機械的強度の向上および薄肉化が実現されているとともに、色ムラ（干渉ムラ
）が改善されている。なお、本発明の液晶表示装置は、図１に示される構成に限定される
ものではなく、種々の変形を加えることができる。たとえば、上記したように、光学補償
フィルム２３および／または光学補償フィルム３３は、必ずしも必要ではなく省略されて
もよい。また、光学補償フィルム２３および／または光学補償フィルム３３の代わりに、
保護フィルムが用いられてもよい。さらに、当該保護フィルム上および／または延伸ポリ
エチレンテレフタレートフィルム２４上には、上記した光学機能性フィルムが積層されて
もよい。
【実施例】
【００７３】
　以下、実施例により本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの例によって限
定されるものではない。例中、含有量ないし使用量を表す％および部は、特記ないかぎり
質量基準である。
【００７４】
　［製造例１］偏光フィルムの作製
　平均重合度約２，４００、ケン化度９９．９モル％以上で厚さ７５μｍのポリビニルア
ルコールフィルムを、３０℃の純水に浸漬した後、ヨウ素／ヨウ化カリウム／水の質量比
が０．０２／２／１００の水溶液に３０℃で浸漬した。その後、ヨウ化カリウム／ホウ酸
／水の質量比が１２／５／１００の水溶液に５６．５℃で浸漬した。引き続き、８℃の純
水で洗浄した後、６５℃で乾燥して、ポリビニルアルコールにヨウ素が吸着配向された偏
光フィルムを得た。延伸は、主に、ヨウ素染色およびホウ酸処理の工程で行ない、トータ
ル延伸倍率は５．３倍であった。
【００７５】
　［製造例２］防眩性保護フィルムの作製
　ペンタエリスリトールトリアクリレートと多官能ウレタン化アクリレート（ヘキサメチ
レンジイソシアネートとペンタエリスリトールトリアクリレートとの反応生成物）とが質
量比６０／４０で、酢酸エチルに固形分濃度６０％で溶解されており、レベリング剤を含
む紫外線硬化性樹脂組成物を用いた。この紫外線硬化性樹脂組成物は、硬化後に１．５３
の屈折率を示す。
【００７６】
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　上記紫外線硬化性樹脂組成物に、平均粒径が３μｍで屈折率が１．５７のメタクリル酸
メチル／スチレン共重合体樹脂粒子を紫外線硬化性樹脂組成物の固形分１００部に対して
、表１に示す量を加えて分散させた後、固形分（樹脂粒子を含む）の濃度が３０％となる
ように酢酸エチルを添加して、塗布液を調製した。
【００７７】
　厚さ８０μｍのトリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム上に、上記の塗布液を乾燥
後の塗膜厚みが４μｍとなるように塗布し、６０℃に設定した乾燥機中で３分間乾燥させ
た。乾燥後のフィルムの紫外線硬化性樹脂組成物層側より、強度２０ｍＷ／ｃｍ2の高圧
水銀灯からの光をｈ線換算光量で２００ｍＪ／ｃｍ2となるように照射し、紫外線硬化性
樹脂組成物層を硬化させて、表面に凹凸を有する硬化樹脂膜とＴＡＣフィルムとの積層体
からなる透明な防眩性保護フィルム（Ａ）～（Ｃ）を得た。
【００７８】
　ＪＩＳ　Ｋ　７１３６に準拠した（株）村上色彩技術研究所製のヘイズメーター「ＨＭ
－１５０」型を用いて、防眩性保護フィルム（Ａ）～（Ｃ）のヘイズを測定した。サンプ
ルは、反りを防止するため、光学的に透明な粘着剤を用いて、凹凸面が表面となるように
、防眩性保護フィルムのＴＡＣフィルムをガラス基板に貼合してから測定に供した。防眩
性保護フィルム（Ａ）～（Ｃ）のヘイズ測定結果を表１に示す。
【００７９】
【表１】

【００８０】
　＜実施例１＞
　（ａ）背面側偏光板の作製
　製造例１で得られた偏光フィルムの片面に、延伸ポリエチレンテレフタレートフィルム
（厚さ４５μｍ）を、その貼合面にコロナ処理を施した後、接着剤を介して貼合した。つ
いで、偏光フィルムの反対面には二軸延伸ノルボルネン系樹脂からなる光学補償フィルム
（厚さ６８μｍ、面内位相差値５５ｎｍ、厚み方向位相差値１２５ｎｍ）を、その貼合面
にコロナ処理を施した後、接着剤を介して貼合して、背面側偏光板を得た。なお、延伸ポ
リエチレンテレフタレートフィルムおよび二軸延伸ノルボルネン系樹脂からなる光学補償
フィルムは、それらの遅相軸が該偏光フィルムの延伸軸と直交するように貼合した。次に
、該背面側偏光板の二軸延伸ノルボルネン系光学補償フィルム面に粘着剤（２５μｍ厚）
の層を設けた。
【００８１】
　（ｂ）前面側偏光板の作製
　製造例１で得られた偏光フィルムの片面に、製造例２で得られた防眩性保護フィルム（
Ｂ）を接着剤を介して貼合し、偏光フィルムの反対面には二軸延伸ノルボルネン系樹脂か
らなる光学補償フィルム（厚さ６８μｍ、面内位相差値５５ｎｍ、厚み方向位相差値１２
５ｎｍ）を、その貼合面にコロナ処理を施した後、接着剤を介して貼合して、前面側偏光
板を得た。なお、二軸延伸ノルボルネン系樹脂からなる光学補償フィルムは、その遅相軸
が該偏光フィルムの延伸軸と直交するように貼合した。該前面側偏光板の二軸延伸ノルボ
ルネン系光学補償フィルム面に粘着剤（２５μｍ厚）の層を設けた。
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【００８２】
　（ｃ）液晶パネルおよび液晶表示装置の作製
　垂直配向モードの液晶表示素子が搭載された市販の液晶テレビ（シャープ（株）製の「
ＬＣ－４２ＧＸ１Ｗ」）の液晶セルから偏光板を剥離し、液晶セルの背面（バックライト
側）側には、上記背面側偏光板を、液晶セルの前面（視認側）には、上記前面側偏光板を
、いずれも偏光板の吸収軸が、元々液晶テレビに貼付していた偏光板の吸収軸方向と一致
するように、光学補償フィルム上に形成した粘着剤層を介して貼り合わせて、液晶パネル
を作製した。次に、この液晶パネルを、バックライト／光拡散板／プリズムシート（３Ｍ
社製の「ＢＥＦ」）／輝度向上シート（３Ｍ社製の「ＤＢＥＦ」）／液晶パネルの構成で
組み立てて、液晶表示装置を作製した。当該液晶表示装置について、正面および斜め方向
から見たときの色ムラ（干渉ムラ）の程度を目視で評価した。評価結果を表２に示す。
【００８３】
　＜実施例２＞
　前面側偏光板の防眩性保護フィルムとして、製造例２で得られた防眩性保護フィルム（
Ｃ）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして前面側偏光板を作製し、液晶表示装置を
組み立て、色ムラを評価した。評価結果を表２に示す。
【００８４】
　＜比較例１＞
　製造例１で得られた偏光フィルムの片面に、トリアセチルセルロースフィルム（厚さ８
０μｍ）を接着剤を介して貼合し、偏光フィルムの反対面には二軸延伸ノルボルネン系樹
脂からなる光学補償フィルム（厚さ６８μｍ、面内位相差値５５ｎｍ、厚み方向位相差値
１２５ｎｍ）を、その貼合面にコロナ処理を施した後、接着剤を介して貼合して、偏光板
を得た。なお、二軸延伸ノルボルネン系樹脂からなる光学補償フィルムは、その遅相軸が
該偏光フィルムの延伸軸と直交するように貼合した。該偏光板の二軸延伸ノルボルネン系
光学補償フィルム面に粘着剤（２５μｍ厚）の層を設けた。次に、当該偏光板を前面側偏
光板として用いたこと以外は、実施例１と同様にして液晶表示装置を組み立て、色ムラを
評価した。評価結果を表２に示す。
【００８５】
　＜比較例２＞
　前面側偏光板の防眩性保護フィルムとして、製造例２で得られた防眩性保護フィルム（
Ａ）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして前面側偏光板を作製し、液晶表示装置を
組み立て、色ムラを評価した。評価結果を表２に示す。
【００８６】
【表２】

【００８７】
　表２に示されるように、本発明の偏光板のセットを用いた液晶パネル、液晶表示装置に
よれば、ポリエチレンテレフタレートからなる保護フィルムを用いた場合であっても、正
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【００８８】
　今回開示された実施の形態および実施例はすべての点で例示であって制限的なものでは
ないと考えられるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲に
よって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれるこ
とが意図される。
【図面の簡単な説明】
【００８９】
【図１】本発明の液晶表示装置の基本的な層構成の一例を示す概略断面図である。
【符号の説明】
【００９０】
　１０　バックライト、２０　第１の偏光板、２１　第１の偏光フィルム、２３，３３　
光学補償フィルム、２４　延伸ポリエチレンテレフタレートフィルム、３０　第２の偏光
板、３１　第２の偏光フィルム、３４　防眩性保護フィルム、４０　液晶セル、５０　光
拡散板。

【図１】



(19) JP 2009-109993 A 2009.5.21

10

フロントページの続き

(74)代理人  100111246
            弁理士　荒川　伸夫
(72)発明者  林　成年
            愛媛県新居浜市惣開町５番１号　住友化学株式会社内
(72)発明者  矢可部　公彦
            愛媛県新居浜市惣開町５番１号　住友化学株式会社内
(72)発明者  肥後　篤
            愛媛県新居浜市惣開町５番１号　住友化学株式会社内
Ｆターム(参考) 2H149 AA02  BA02  BA13  DA02  EA02  EA12  FA02X FA03W FA12X FA51X
　　　　 　　        FC06  FD12 
　　　　 　　  2H191 FA22X FA22Z FA24Z FA30X FA30Z FA40X FA42Z FA52Z FA81Z FA94X
　　　　 　　        FA94Z FA95X FA95Z FA99X FB02  FB22  FB23  FC08  FC09  FC33 
　　　　 　　        FC37  FC42  FD07  GA22  GA23  HA06  HA11  KA10  LA24  LA27 
　　　　 　　        LA28 



专利名称(译) 偏光板组，液晶板和使用其的液晶显示装置

公开(公告)号 JP2009109993A 公开(公告)日 2009-05-21

申请号 JP2008257218 申请日 2008-10-02

[标]申请(专利权)人(译) 住友化学有限公司

申请(专利权)人(译) 住友化学有限公司

[标]发明人 林成年
矢可部公彦
肥後篤

发明人 林 成年
矢可部 公彦
肥後 篤

IPC分类号 G02F1/1335 G02B5/30

FI分类号 G02F1/1335.510 G02F1/1335 G02B5/30

F-TERM分类号 2H149/AA02 2H149/BA02 2H149/BA13 2H149/DA02 2H149/EA02 2H149/EA12 2H149/FA02X 2H149
/FA03W 2H149/FA12X 2H149/FA51X 2H149/FC06 2H149/FD12 2H191/FA22X 2H191/FA22Z 2H191
/FA24Z 2H191/FA30X 2H191/FA30Z 2H191/FA40X 2H191/FA42Z 2H191/FA52Z 2H191/FA81Z 2H191
/FA94X 2H191/FA94Z 2H191/FA95X 2H191/FA95Z 2H191/FA99X 2H191/FB02 2H191/FB22 2H191
/FB23 2H191/FC08 2H191/FC09 2H191/FC33 2H191/FC37 2H191/FC42 2H191/FD07 2H191/GA22 
2H191/GA23 2H191/HA06 2H191/HA11 2H191/KA10 2H191/LA24 2H191/LA27 2H191/LA28 2H291
/FA22X 2H291/FA22Z 2H291/FA24Z 2H291/FA30X 2H291/FA30Z 2H291/FA40X 2H291/FA42Z 2H291
/FA52Z 2H291/FA81Z 2H291/FA94X 2H291/FA94Z 2H291/FA95X 2H291/FA95Z 2H291/FA99X 2H291
/FB02 2H291/FB22 2H291/FB23 2H291/FC08 2H291/FC09 2H291/FC33 2H291/FC37 2H291/FC42 
2H291/FD07 2H291/GA22 2H291/GA23 2H291/HA06 2H291/HA11 2H291/KA10 2H291/LA24 2H291
/LA27 2H291/LA28

代理人(译) 森田俊夫
堀井裕
酒井 将行
荒川信夫

优先权 2007266527 2007-10-12 JP

外部链接 Espacenet

摘要(译)

要解决的问题：提供一种当拉伸的聚对苯二甲酸乙二醇酯膜用作偏振片的保护膜时恢复颜色不均匀性的偏振片，使用该偏振片的液
晶面板和液晶显示装置。ŽSOLUTION：用于液晶面板的一组偏振片包括第一偏振片20和第二偏振片30，其中第一偏振片20具有由
聚乙烯醇基树脂组成的第一偏振膜21和由膜组成的膜24拉伸的聚对苯二甲酸乙二醇酯并且堆叠在第一偏振膜21的一个表面上，并
且第二偏振板30具有由聚乙烯醇基树脂和雾度值为15％的防眩光保护膜34组成的第二偏振膜31。第四偏振膜31的一个表面上堆叠
有45％的液晶面板。还提供了使用该组偏振片的液晶面板和液晶显示装置。Ž

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/5f3ab986-5c86-43bf-b4ad-964b626ebced
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/040571724/publication/JP2009109993A?q=JP2009109993A



